〔大阪狭山市市民活動支援セミナー講義資料〕 (2009.9.19）

市民活動と条例-どんなかかわりを持つでしょうか-
池田　敏雄（関西大学）

１　はじめに
・箕面市市民参加施策推進懇話会

平成8(1996)年6月「箕面市の市民参加の推進に関する提言」

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒箕面市市民参加条例(平成9.4.1施行)

箕面市まちづくり理念条例(平成9.4.1施行)
　　・自治基本条例検討委員会
　　　　平成18(2006)年7月「自治基本条例検討最終報告書」
　　　　　　　　　　　　　　　　⇒豊中市自治基本条例(平成19.4.1施行)
２　自治基本条例制定の動向
　　自治基本条例とは　…自治体の運営全体に関してその理念、原則、制度を定めて、その自治体のいわば憲法的な位置づけがなされる条例
　　 昭和48(1973)年　川崎市「都市憲章原案」が市議会に提案された。
 第1編　平和・市民主権・自治(都市存立の基礎要件)　⇒「公開と参加」を理念とする自治体運営　　　　　
    第2編　「人間都市」川崎の創造(都市づくりの基本構想)　⇒先導的な政策ビジョン
    第3編　最高性(最高条例)・改正(有権者総数の三分の一以上の要求で住民投票)
　
　　 2000年代以降、まちづくり基本条例(ニセコ町、伊丹市など)、自治基本条例(杉並区、川崎市、静岡市、甲府市など)などの条例名で自治体運営の基本理念・基本原則などを盛り込んだ「自治体憲法」と位置づけられる各自治体の条例制定が顕著に見受けられる。
2009年6月現在で、全国の1,800市区町村のうち185団体が制定している。
　　 大阪府下では、以下の9自治体で制定されている。

①箕面市市民参加条例・まちづくり理念条例(平成9.4.1施行)
②岸和田市自治基本条例(平成17.8.1施行)、
③大東市自治基本条例(平成18.4.1施行)
④池田市みんなでつくるまちの基本条例(平成18.4.1施行)
⑤八尾市市民参画と協働のまちづくり基本条例(平成18.6.1施行) 
⑥吹田市自治基本条例(平成19.1.1施行) 
⑦豊中市自治基本条例(平成19.4.1施行)

⑧柏原市自治基本条例(平成19.4.1施行)
⑨阪南市自治基本条例(平成21.7.1施行)
３　地方自治体の自治立法について　
  　地方自治法(以下「法」という。) …地方自治体の組織及び運営に関する基本法
(1)地方自治体の法形式(どのような法を制定できるか)
「条例」は、憲法94条により地方自治体に付与された自治立法権に基づいて地方議会が自主的に制定する議会立法(ただし、法律の委任に基づく施行条例がある。)
　→2年以下の懲役もしくは禁錮、100万円以下の罰金、拘留、科料もしくは没収の刑罰または5万円以下の過料を定めることができる(法14条3項)。
　「規則」は、自治体の長と教育委員会などの委員会が制定する行政機関立法
　　→5万円以下の過料を定めることができる(法15条2項)。
その他、行政内規である「規程」と「要綱」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　  →文書監理規程、事務決裁規程、表彰規程、宅地開発指導要項、中小企業資金貸付要綱

　　　　⇒「法令集」と「例規集」
(2)条例の対象となる事項

　 地方自治体が処理すべき「地域における事務」及び「法律又は政令で処理すべきこととされている事務」(法2条2項)  ⇒条例制定権の限界①
①法律によって全国統一的に処理すべき事項　→刑事犯の創設、物権の創設、特定物資の取引制限などは規定できない。　
②財産権の行使の制限　→自然保護条例、モーテル規制条例、自転車放置防止条例、パチンコ店等規制条例など可とされる。
③自治事務と法定受託事務
　　法定受託事務とは　…地方自治体が実施する事務であるが、国(その他の公共団体)が本来果たすべき役割にかかるもので、国がその適正な処理を特に必要とするものとして法律又はこれに基づく政令で明示された事務　→旅券の交付、国政選挙など
(3)法令と条例との関係
　 「法令に違反しない限りにおいて」(法2条2項)　⇒条例制定権の限界②
　①法律の未規制事項と法令先占論
　②「上乗せ条例」「裾切り条例」「横出し条例」「上積み条例」と法律趣旨解釈論
　　　→最大限規制立法か最小限規制基準か
(4)必要的条例事項(条例で定めなければならない事項)

　①住民に「権利を課し、又は権利を制限する」事項(法14条2項)　
　②「公の施設」の設置・管理や指定管理者に関する事項(法244の2条1・3・5項)

　③分担金、使用料、加入金、手数料に関する事項(法228条1項)
　④審議会などの「付属機関」の設置(法138の4条3項)
 ⑤罰則規定(法14条2項)
(5)基本条例の性格
国法の例　→教育基本法、原子力基本法、環境基本法、循環型社会形成推進基本法、土地基　　　　

本法、消費者基本法など
・必要的条例事項ではない。

    ・前文が定められる例が多い。
　　・訓示規定・プログラム規定で構成される。→非法規的で罰則規定なし

　　・基本条例の実施するための条例等に対して、指導的、優越的、誘導的、指針的役割を担う。ただし、法令に対する優越性は認められない。
　　・「前法⇔後法」「一般法⇔特別法」の関係は適用されない。

４　条例の制定により見られる効能
(1)当該自治体との関係
　 ・地域活性化の手段
　 ・行政の指針・責務の表明(先進性の証し)
　 ・規制行政の推進(行政指導の根拠)
　 ・施策の継続性の維持
(2)住民との関係
　 ・住民の権利・義務の明示
　 ・住民の啓発・先導の手段
　 ・住民の要求の実現
(3)国及び他の自治体との関係
・国の制度や法制定の先駆　→売春防止条例、公害防止条例、東京都土地取引適正化条例な　　　　　　　　
   
ど

・他の自治体の誘導手段  →まちづくり条例、情報公開条例、個人情報保護条例など
５　条例の制定手続　
(1)執行機関立案型
執行機関(主として長の部局)が立案し、長が議会に提案して審議され、議決制定される(法149条1号)。
(2)議員立法型
      議員定数の１２分の１以上の議員が賛成して議会に提案し、審議して議決制定される(法112条)。

  (3)直接請求型

　　　住民が選挙権者総数の５０分の1以上の有権者の連署をもって長に対して条例の制定(改廃)を請求する(法74条)。長は条例案に意見を付して議会に提案し、議会が審議してその採否を決定する。ただし、地方税の賦課徴収や分担金、使用料、手数料の徴収にかかる条例の制定(改廃)は、請求できない。　→堺市政治倫理条例など
　　⇒パブリック・コメント(意見公募手続)制度
６　地方分権と市民活動の活発化
(1)地方の時代の到来
　　 ・成熟(ゆとり)社会と「地方の時代」
　　　 1960年代以降、わが国に経済成長、技術革新、IT革命等により成熟(ゆとり)社会が到来。

「画一」→「多様化」、「統制」→「自主」、「硬直性」→「柔軟性」
　　お任せ主義　⇒「自己決定」「自己責任」「自己負担」の原則
　
(2)市民活動の台頭
     1960年代　抵抗運動型の台頭期　…公害問題、都市問題等
　　 1970年代  高揚期　…運動から参加への制度化
　　 1980年代　転換期　…国際交流、地球環境問題などクローバルかつ多様な価値観
　　 1990年代　協働推進期　…まちづくり、地域づくりで台頭のパートナー
　　 2000年代以降  実質参加期　…多様なＮＰＯによる社会貢献活動
(3)地方分権の進展
　　 ・地方自治の制度的阻害要因　⇒権限・財源・人間
・地方分権推進計画(平成10)と地方分権推進一括法の制定(平成12.4.1施行)
・地方分権の基本的考え方

①中央集権型行政システムの制度疲労改変 ⇒補完性の原理

②変動する国際社会への対応
③東京一極集中の是正

④高齢化社会・少子化社会への対応

⑤個性豊かな地域循環型社会の形成
・地方自治法の改正(平成11)による機関委任事務の廃止と自治事務の拡充
　　　　⇒首長、議員、職員、市民の４者による自治体能力の向上

７　自治基本条例制定の意義
1990年代以降、分権・自治への改革のうねりが強まり、自治体が自立し、自己決定・自己責任を果していくためには、「参加で市民合意を形成する自治体運営」と「質の高い政策を生む自治体運営」が強く求められることになった。
　　・「政策ルール」と「運営ルール」の分化
　　　「政策ルール」⇒環境、福祉、文化、都市計画、土地利用など
　　　「運営ルール」⇒情報公開、行政手続、市民参加、総合計画、政策評価、政策法務など
　　・自治基本条例は「自治体運営基本条例」で「自治体政策基本条例」ではない。

⇒①自治体運営の理念規定　②理念を具体化する制度規定　③制度を動かす原則規定
　　　重要な基本制度の総合化・体系化が重要　→「議会・議員」「行政の公正・信頼」
　　・市民との関係
　　　①自治基本条例は「制度の情報公開」と言えるから、市民は、この運営制度を基準として市政を評価・監視できる。
　　　②市民参加を具体的な場面で予測でき、意見を述べやすくなる。
　　　③市政への信頼感が高まれば市民の参加意欲も高まる。
８　おわりに
　　・自治基本条例制定過程自体が市民自治のテストケース
　　・条例制定後の進行管理が肝要
　　・「まちづくり」は「ひとづくり」
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